
（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

岩見沢市 水道事業 ― ー

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

●

取組事項 （水道事業）広域化等

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

実施予定 月 日

検討中 ● 統合条件について協議中 統合条件等

年

施設管理の
共同化

管理の一体化

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

抜本的な改革の取組

団体名 業種名 事業名 施設名

岩見沢市 下水道事業 公共下水道 ー

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

●

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済 ●
汚水処理施設の

統廃合
し尿処理場（文向台衛生センター）
の老朽化に伴い、現施設を廃止し、
新たにし尿及び浄化槽汚泥等の受
入施設を公共下水処理場（南光園
処理場）と隣接して建設すること
で、汚泥処理の共同化を図った。こ
のことにより、建設費及び維持管理
費について約30百万円/年のコスト

削減効果が期待できる。

平成

●

31 4 1
処理場廃止あり 処理場廃止なし

●  年 月 日

公共下水･流域下水
の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水と
の統合

特環施設と公共下水
との結合

その他

    ●

検討中

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定 ●   

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における中
長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

　抜本的な改革の方向性については、検討の前段階にあるため。
　今後、新改革プランや新病院建設の計画等を策定していく中で検討していくこととなる予定。

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

岩見沢市 病院事業 ― ー

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要及び効果） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中 ●
下水道事業会計との統合を検
討中

職員体制や資産登録等の課題について検討中

年 月 日

実施予定

③事業目的の完了（造成地等の売却等の
   完了）による廃止

④民営化・民間譲渡による廃止
⑤広域化による廃止
⑥その他

①診療所化・介護施設化

実施済
全部廃止 一部廃止

②簡易水道事業の飲料水供給施設化

取組事項 事業廃止

●

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

岩見沢市 下水道事業 農業集落排水施設 ー

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要及び効果） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

年 月 日

検討中

平成

●  23 4 1

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

実施済 ● 概要：市場業務における管理及
び運営に関する業務
効果：専門的な知識や技術を持
つ民間活力を導入することによ
り、サービスの向上とコストダウ
ンなどの効率化が図られた。

代行制 利用料金制

実施予定

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名 施設名

岩見沢市 市場事業 ― ー

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要及び効果） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

岩見沢市 宅地造成事業 その他造成 ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

実施済
全部廃止 一部廃止

●

取組事項 事業廃止

●

①診療所化・介護施設化

②簡易水道事業の飲料水供給施設化

年 月 日③事業目的の完了（造成地等の売却等の
   完了）による廃止

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における中
長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

公共用地等造成費会計
・土地の販売価格は、宅地造成に投じた経費の回収を前提としているが、近年の地価下落により、市が設定している価格と
実勢価格の乖離が広がっており、平成27年度から土地の既購入者との不公平感がないよう、段階的に料金改定を行い売却
推進に努めて、土地の一般売却を基本とし、資金不足が生じないよう一般会計で補填し継続していく。

④民営化・民間譲渡による廃止
⑤広域化による廃止
⑥その他

検討中 ●

企業用地造成費会計
・分譲地への企業誘致と並行
し、小規模残地等について隣地
所有者等への売却を進めるな
ど、事業廃止を視野に取り組ん
でいる。

企業用地造成費会計
・分割払いで売却した土地代金の納入期間が数年後に満了する
ため、その時期での廃止を検討中。
・事業廃止にあたり、事業廃止後も引き続き管理が必要な緑地
等の資産引継ぎが課題。

実施予定

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要及び効果） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

岩見沢市 介護サービス事業 老人デイサービスセンター 老人デイサービスセンター

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

●

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

実施済 ●

施設運営に係る事業（デイ・サ
ビスセンター）

代行制 利用料金制

実施予定

平成

 ● 18 4 1

年 月 日

検討中

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


